
年金、給付金、災害支援が
スピーディーに！

振り込み先口座と同時に
「貯金のありか」がわかる

口座
口座

口座

hr-party.jpvol.133

令和3年（2021年）
発行所  幸福実現党本部
〒107-0052 東京都港区赤坂2-10-8
電話 03-6441-0754  
©幸福実現党本部2021

情報漏えい、大増税、学力低下…
「デジタル化」が暮らしを脅かす

　 今年3月、L
ラ イ ン

INEの 情報管理 の 問
題が話題となりましたが、デジタル
情報には一度に大量の個人情報が
漏えいするリスクが付きまといます。
特に、政府の情報システムを統括す
る役割を担うデジタル庁は、悪意を
持った第三者によるサイバー攻撃の
格好の標的になりかねません。

　菅政権は「デジタル庁」の創設や、G
ギ ガ

IGAスクール構想と呼ばれる教育の「デ
ジタル化」の方針を掲げています。政府は社会福祉や行政サービスの充実など、

「利便性」や「効率化」を強調しますが、国家を挙げてのデジタル化を推進する
と、国民の財産や安全、さらには子供の学力にも深刻な悪影響を及ぼします。

党首 釈量子
幸福実現党

　政府は、マイナンバーと個人の預貯金口座のひも付け
（※）を目指しています。社会保障給付がスピーディーにで
きるなどのメリットが強調されますが、政府が個人の貯金
額まで把握できるようになれば、「貯金税」の導入による大
増税という事態も起きかねません。
　またデジタル庁は行政の「効率化」を目指しつつも、人員
を新たに採用し、発足段階ですでに1.7兆円の予算を計上
するなど、かえって多くの税金が必要となっています。

デジタル庁

デジタル庁が安全・財産を奪う？

1

2

※現時点では個人の同意のもとだが、将来的に義務となる可能性がある。

デジタル庁によって国民の情報が一元管理されれば、
14億人の自由を奪っている中国と同様、日本が恐ろしい監視社会になりかねません。

国民の重要情報が漏えいするリスク

政府が国民の貯金を把握して、大増税 ！？

政府の意見に反する思想・信条をもってい
る人が特定される。

 個人の健康・財産情報などが把握できる。

政治家や安全保障分野にかかわる人 （々自
衛官や重要インフラや安全保障関連の技
術者）の住まいや人間関係が特定できる。

こんなことができるようになる

ひも付け

流出



出典：仙台市HP「学習意欲の科学的研究に関するプロジェクト」資料より
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長時間のスマホで学力が低下

出典：OECD生徒の学習到達度調査（PISA）2018年調査より

「デジタル機器」と「紙の本」で読解力に差
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※例：電子ブックリーダー、タブレット、スマートフォン、コンピュータ

（読解力の平均得点）

スマホ依存の助長と学力低下

教育のデジタル化が子供をダメにする!?

　スマホやタブレットなどのデジタル機器の利用
は、生徒の読解力にもマイナスの影響を与えると
いう調査結果が出ています（右図）。紙の媒体には
「繰り返し学習できる」「実際に手で線を引いたり
することで集中でき、記憶に残りやすい」などの
メリットがあります。
　パソコンの画面に向き合っても創造力や感受
性は養われません。紙の本をじっくりと読み、考
える習慣を身につけてこそ、デジタル社会の大量
の情報に流されず、新たな価値を生み出せる人材
が育ちます。

習近平の娘・習明沢の守護霊霊言
「14億人監視社会」陰のリーダーの“本心”を探る

大川隆法著  
幸福の科学出版刊  
1,540円（税込）

AI、電子マネーで国民を管理
目指すは「幸福なファシズム」？
恐るべき中国の未来と、
「世界支配」計画が明らかに

政治や経済、社会保障、国際関係など
時事問題の気になるテーマを取り上げ、
本音の議論を進めます。

幸福実現党公式
「言論チャンネル」配信中

動画

生徒の思考力が低下？

書籍

大川隆法著  
幸福の科学出版刊  
1,650円（税込）

　学校で配布されたパソコン端末は、生徒が
自宅に持ち帰ることも可能で、学生のネット
依存を助長する恐れがあります。すでにネット
依存が疑われる中高生が93万人にのぼると
いう調査もありますが（※）、スマホ使用時間
が長いほど、数学の点数が低下するという研
究が出ています（左図）。今後、教育のデジタ
ル化によってデジタル機器の利用時間が増加
すれば、子供たちの学力が下がり、長期的には
国力の低下にまでつながりかねません。

※厚生労働省の調査より

コロナ禍を契機として、教育分野でもデジタル化が推進されています。政府は「G
ギ ガ

IGA
スクール構想」を掲げ、小中学校へ一人一台のパソコン端末の配備などを進めています。
しかし、インターネットの利用は子供の教育や健康に対して悪影響を与える側面があ
り、かえって教育には逆効果となる可能性が高いと言えます。

人の温もりの経済学　
アフターコロナのあるべき姿

コロナ・パンデミックに
よって加速する大きな
政府と全体主義化―
いまこそ、自由を護れ。

学力

感受性

創造力


